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１．19年２月期の業績（平成18年３月１日～平成19年２月28日）
(1）経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年２月期 7,492   (   －) 534   (    －) 564   (    －)

18年２月期 5,941   (   －) 223  (    －) 304  (    －)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年２月期 316   ( －) 38 21 38 09 10.7 14.9 7.5

18年２月期 183  ( －) 21 99 21 73 6.6 8.6 5.1

（注）①期中平均株式数 19年２月期           8,273,753株 18年２月期          8,156,923株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

④決算期変更により平成18年２月期が11ヶ月間となっているため、対前期増減率を表示しておりません。

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年２月期 4,030 3,039 75.3 364 89

18年２月期 3,556 2,877 80.9 347 61

（注）①期末発行済株式数 19年２月期            8,321,153株 18年２月期          8,266,226株

②期末自己株式数 19年２月期             16,575株 18年２月期       16,098株

２．20年２月期の業績予想（平成19年３月１日～平成20年２月29日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 3,809 278 152

通  期 7,650 580 319

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　38円34銭

３．配当状況

・現金配当  1株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当率
（％）中間期末 期末 年間

18年２月期 0.00 14.00 14.00 115 63.7 4.0

19年２月期 6.00 8.00 14.00 116 36.6 3.9

20年２月期（予想） 6.00 6.00 12.00    

（注）19年２月期期末配当金の内訳　特別配当　２円00銭

※上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社が判断したものであり、実際の業績はこれ
らの予想数値と異なる場合がありますことをご承知おき下さい。なお、上記予想の前提条件、その他の関連する事項に
つきましては、決算短信（連結）添付資料７ページをご覧下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 663,750 429,375 △234,374

２．受取手形 121,092 144,756 23,663

３．売掛金  622,650 880,474 257,823

４．商品 155,328 196,014 40,685

５．前渡金 11,670 10,276 △1,393

６．前払費用 4,621 5,420 798

７．繰延税金資産 38,921 48,877 9,955

８．その他 18,347 4,721 △13,625

貸倒引当金 △559 △2,005 △1,446

流動資産合計 1,635,823 46.0 1,717,910 42.6 82,087

Ⅱ　固定資産  

(1）有形固定資産  

１．建物 ※１ 385,928 385,928  

減価償却累計額 173,420 212,507 184,230 201,698 △10,809

２．車両運搬具 13,664 13,664  

減価償却累計額 7,912 5,751 9,835 3,828 △1,923

３．工具、器具及び備品 58,384 44,386  

減価償却累計額 39,492 18,892 34,598 9,787 △9,104

４．土地 ※１ 278,748 278,748 －

有形固定資産合計 515,899 14.5 494,062 12.3 △21,837

(2）無形固定資産  

１．電話加入権 5,382 5,382 －

無形固定資産合計 5,382 0.2 5,382 0.1 －
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前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券 239,377 276,775 37,398

２．関係会社株式 40,000 40,000 －

３．関係会社長期貸付金 740,000 1,100,000 360,000

４．破産債権・更生債権
等

1,265 4,204 2,939

５．長期前払費用 1,272 333 △939

６．保険積立金 293,951 332,081 38,130

７．繰延税金資産 192,386 190,315 △2,070

８．その他 1,809 1,693 △116

貸倒引当金 △110,690 △132,442 △21,752

投資その他の資産合計 1,399,372 39.3 1,812,962 45.0 413,590

固定資産合計 1,920,654 54.0 2,312,406 57.4 391,752

資産合計 3,556,477 100.0 4,030,317 100.0 473,840

 

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 353,946 519,150 165,203

２．短期借入金 ※１ 104,000 62,000 △42,000

３．未払金 69,964 83,484 13,519

４．未払費用 23,587 24,543 956

５．未払法人税等 14,851 175,882 161,030

６．預り金 5,255 3,970 △1,285

７．賞与引当金 26,066 25,896 △170

８．その他 3,408 24,648 21,240

流動負債合計 601,081 16.9 919,575 22.8 318,494
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前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定負債  

１．退職給付引当金 78,002 71,055 △6,946

２．預り保証金 － 220 220

固定負債合計 78,002 2.2 71,275 1.8 △6,726

負債合計 679,083 19.1 990,850 24.6 311,767

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 425,035 12.0 － － △425,035

Ⅱ　資本剰余金  

１．資本準備金 456,051 －  

資本剰余金合計 456,051 12.8 － － △456,051

Ⅲ　利益剰余金  

１．利益準備金 12,000 －  

２．任意積立金  

別途積立金 1,600,000 －  

３．当期未処分利益 375,522 －  

利益剰余金合計 1,987,522 55.9 － － △1,987,522

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

17,526 0.5 － － △17,526

Ⅴ　自己株式 ※３ △8,741 △0.3 － － 8,741

資本合計 2,877,394 80.9 － － △2,877,394

負債・資本合計 3,556,477 100.0 － － △3,556,477
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前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   － －  436,438 10.8 436,438

２．資本剰余金         

(1）資本準備金  －   467,398    

資本剰余金合計   － －  467,398 11.6 467,398

３．利益剰余金         

(1）利益準備金  －   12,000    

(2）その他利益剰余金         

別途積立金  －   1,700,000    

繰越利益剰余金  －   422,286    

利益剰余金合計   － －  2,134,286 53.0 2,134,286

４．自己株式   － －  △9,071 △0.2 △9,071

株主資本合計   － －  3,029,053 75.2 3,029,053

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  7,264 0.2 7,264

評価・換算差額等合計   － －  7,264 0.2 7,264

Ⅲ　新株予約権   － －  3,150 0.0 3,150

純資産合計   － －  3,039,467 75.4 3,039,467

負債純資産合計   － －  4,030,317 100.0 4,030,317
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 5,941,939 100.0 7,492,794 100.0 －

Ⅱ　売上原価  

１．期首商品棚卸高 143,586 155,328  

２．当期商品仕入高 4,441,016 5,542,611  

合計 4,584,602 5,697,939  

３．期末商品棚卸高 155,328 4,429,274 74.5 196,014 5,501,925 73.4 －

売上総利益 1,512,664 25.5 1,990,868 26.6 －

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．荷造運送費 200,126 242,009  

２．倉庫保管料 48,826 58,645  

３．広告宣伝費 50,223 39,508  

４．貸倒引当金繰入額 533 23,199  

５．役員報酬 68,258 73,673  

６．給与手当 411,929 464,289  

７．賞与引当金繰入額 26,066 25,896  

８．福利厚生費 129,181 147,440  

９．退職金 2,320 3,464  

10．退職給付費用 16,137 10,921  

11．賃借料 41,927 44,090  

12．旅費交通費 81,722 93,060  

13．通信費 29,158 30,260  

14．消耗品費 30,973 37,368  

15．諸手数料 37,679 45,871  

16．租税公課 10,296 11,717  

17．減価償却費 17,481 18,335  

18．その他 86,603 1,289,447 21.7 86,286 1,456,039 19.5 －

営業利益 223,217 3.8 534,828 7.1 －
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前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 ※１ 4,994 10,288  

２．投資有価証券売却益 49,036 －  

３．受取家賃 ※１ 6,424 7,682  

４．業務受託収入 ※１ 4,714 5,142  

５．保険解約益 9,997 3,776  

６．為替差益 － 2,992  

７．賃貸収入 10,943 10,159  

８．雑収入 16,932 103,043 1.7 5,087 45,129 0.6 －

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 1,373 3,254  

２．投資有価証券評価損 － 5,489  

３．賃貸原価 12,282 5,517  

４．為替差損 7,020 －  

５．雑損失 1,392 22,068 0.4 763 15,025 0.2 －

経常利益 304,191 5.1 564,933 7.5 －

Ⅵ　特別利益  

１．固定資産売却益 ※２ －   126    

２．投資有価証券売却益  25,031   －    

３．火災保険差益  26,682 51,713 0.9 － 126 0.0 －

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※３ 284 －  

２．固定資産除却損 ※４ － 774  

３．貸倒引当金繰入額 ※５ 31,242 31,526 0.5 － 774 0.0 －

税引前当期純利益 324,379 5.5 564,285 7.5 －

法人税、住民税及び事
業税

153,457 249,002  

法人税等調整額 △12,476 140,981 2.4 △859 248,142 3.3 －

当期純利益 183,398 3.1 316,143 4.2 －

前期繰越利益 192,124 － －

当期未処分利益 375,522 － －

 

 （注）決算期変更により平成18年２月期が11ヶ月間となっているため、比較増減を表示しておりません。

－ 7 －



(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

利益処分計算書

前事業年度
（株主総会承認日
平成18年５月23日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 375,522

Ⅱ　利益処分額

１．配当金 115,727

２．役員賞与金 4,000

（うち監査役賞与） (400)

３．任意積立金

別途積立金 100,000 219,727

Ⅲ　次期繰越利益 155,795
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株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年２月28日　残高
（千円）

425,035 456,051 456,051 12,000 1,600,000 375,522 1,987,522 △8,741 2,859,868

事業年度中の変動額

新株の発行 11,402 11,347 11,347    －  22,750

別途積立金の積立   －  100,000 △100,000 －  －

剰余金の配当   －   △165,379 △165,379  △165,379

利益処分による役員賞与   －   △4,000 △4,000  △4,000

当期純利益   －   316,143 316,143  316,143

自己株式の取得   －    － △330 △330

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

  －    －  －

事業年度中の変動額合計
（千円）

11,402 11,347 11,347 － 100,000 46,764 146,764 △330 169,184

平成19年２月28日　残高
（千円）

436,438 467,398 467,398 12,000 1,700,000 422,286 2,134,286 △9,071 3,029,053

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年２月28日　残高
（千円）

17,526 17,526 － 2,877,394

事業年度中の変動額

新株の発行  －  22,750

別途積立金の積立  －  －

剰余金の配当  －  △165,379

利益処分による役員賞与  －  △4,000

当期純利益  －  316,143

自己株式の取得  －  △330

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△10,262 △10,262 3,150 △7,112

事業年度中の変動額合計
（千円）

△10,262 △10,262 3,150 162,072

平成19年２月28日　残高
（千円）

7,264 7,264 3,150 3,039,467
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差益は資本の部に、評価差損は

当期損失に計上する部分資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差益は純資産の部に、評価差損

は当期損失に計上する部分純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法を採用しております。

デリバティブ

同左

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

商品

総平均法（月次）による原価法

商品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）は定額法を

採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

有形固定資産

同左

建物　　　　　　　　13～50年

車両運搬具　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　２～10年

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務（責任準

備金）及び年金資産に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる

額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについて

振当処理の要件を充たしている場合には、

振当処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建

予定取引

ヘッジ対象…同左

(3）ヘッジ方針

　将来の為替変動リスク回避のために

行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額等を基礎に

して有効性を評価しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 ────── （役員賞与に関する会計基準）

 　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しており

ます。

 　その結果、損益に与える影響はありません。

 ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

 　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は3,036,317

千円であります。

 　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

 ──────  （ストック・オプション等に関する会計基準）

 　当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31

日）を適用しております。

   その結果、従来の方法に比べて、販売費及び一般管理

費が3,150千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益がそれぞれ同額減少しております。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 （損益計算書）

 「投資有価証券売却益」は前事業年度まで営業外収益の

「雑収入」に含めて表示しておりましたが、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしまし

た。

　なお、前事業年度における「投資有価証券売却益」の

金額は838千円であります。

 ──────

 

 「為替差損」は前事業年度まで営業外費用の「雑損失」

に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度における「為替差損」の金額は1,197

千円であります。 

 

追加情報

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

決算期の変更について

　当社は、決算期を従来の３月31日から２月末日へ変更い

たしました。従いまして、当事業年度は決算期変更に伴う

経過措置として平成17年４月１日から平成18年２月28日ま

での11ヶ月決算となっております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年２月28日）

当事業年度
（平成19年２月28日）

※１．担保提供資産とその対応債務 ※１．担保提供資産とその対応債務

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

建物 125,218千円

土地 190,720千円

計 315,938千円

建物 117,323千円

土地 190,720千円

計 308,043千円

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務

短期借入金 104,000千円 短期借入金 62,000千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ──────

授権株式数 普通株式 12,381,000株

発行済株式総数 普通株式 8,282,324株

   

   

※３．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式16,098株

であります。

──────

　

　４．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は17,526千円で

あります。

──────

　

──────

　

　５．偶発債務

　次の関係会社について、債務保証を行っております。

　

保証先 金額（千円） 内容

　㈱ナカヌキヤ　 39,747  仕入債務

 計 39,747 －

　６．当社は、子会社の資金需要に応じるため、子会社

（㈱サンエス、㈱ケー・ディー・システムおよび㈱ナ

カヌキヤ）に貸付枠を設定しております。これらに基

づく当期末の貸出未実行残高は次のとおりであります。

　６．当社は、子会社の資金需要に応じるため、子会社

（㈱サンエス、㈱ケー・ディー・システムおよび㈱ナ

カヌキヤ）に貸付枠を設定しております。これらに基

づく当期末の貸出未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,350,000千円

貸出実行高 740,000千円

差引額 610,000千円

当座貸越極度額の総額 1,850,000千円

貸出実行高 1,100,000千円

差引額 750,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

※１．関係会社との取引 ※１．関係会社との取引

受取家賃 6,424千円

業務受託収入 4,714千円

  

受取利息 10,224千円

受取家賃 5,714千円

業務受託収入 5,142千円

────── ※２．固定資産売却益の内訳

  工具、器具及び備品 126千円

※３．固定資産売却損の内訳 ──────

車両運搬具 284千円   

────── ※４．固定資産除却損の内訳

   工具、器具及び備品 774千円 

※５．特別損失における貸倒引当金繰入額は、関係会社に

係るものであります。

──────

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自平成18年３月１日　至平成19年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 16,098 477 － 16,575

合計 16,098 477 － 16,575

 　（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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①　リース取引

　　　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

　前事業年度（自平成17年４月１日　至平成18年２月28日）及び当事業年度（自平成18年３月１日　至平成19年２

月28日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 （単位：千円）

前事業年度
（平成18年２月28日現在）

当事業年度
（平成19年２月28日現在）

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 10,592

商品評価損 19,370

その他 8,958

繰延税金資産合計 38,921

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 44,982

退職給付引当金 31,698

減損損失 96,890

その他 30,813

繰延税金資産合計 204,384

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △11,998

繰延税金負債合計 △11,998

繰延税金資産（固定）の純額 192,386

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 10,523

商品評価損 12,212

未払事業税 13,368

その他 12,772

繰延税金資産合計 48,877

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 53,051

退職給付引当金 28,875

減損損失 95,615

その他 29,937

繰延税金資産小計 207,479

評価性引当額 △12,191

繰延税金資産合計 195,288

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 4,972

繰延税金負債合計 4,972

繰延税金資産（固定）の純額 190,315

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度
（平成18年２月28日現在）

当事業年度
（平成19年２月28日現在）

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.2％

住民税均等割等  0.4％

その他  1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5％

法定実効税率 40.6％

（調整）  

評価性引当額の増加 2.2％

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

住民税均等割等 0.3％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0％
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